
本書に掲載した地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図25000を複製したものである。（承認番号 令元情複、第364号）
また、本書に掲載した地図をさらに複製する場合は、国土地理院の長の承認を得なければならない。
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事業者の名称等、事業の目的

事業者の名称等

対象事業の目的

○事業者の名称：湖北広域行政事務センター
○代表者の氏名：管理者 若林 正道
○主たる事務所の所在地：長浜市八幡中山町200番地

○長浜市、米原市の2市で組織された湖北広
域行政事務センター（以下「センター」と
いう）では、可燃ごみ処理施設、不燃・粗
大ごみ処理施設、し尿処理施設および斎場
の設置・運営を担っている。

3

事業の名称
○名称：湖北広域行政事務センター 新一般廃棄物処理施設整備事業
○種類：廃棄物の処理及び清掃に関する法律第8条第1項に規定する一般廃棄物処理

施設であって焼却により処理する施設の設置の事業

焼却施設

リサイクル施設

汚泥再生処理
センター第１プラント

伊香クリーンプラザ

クリーンプラント

伊香クリーンプラザ

クリスタルプラザ

クリスタルプラザ
（ストックヤード）○これらの施設は市民生活に必要不可欠なも

ので、施設の耐用年数を大きく超えており
建物および機器の老朽化が著しいことから、
新たな「焼却施設」、「リサイクル施設」
および「汚泥再生処理センター」の整備を
行うものである。

＜施設集約イメージ＞

新施設



対象事業実施区域の位置・面積 4

・位 置 ： 長浜市木尾町字込田
・面 積 ： 約 3.5 ha

※対象事業実施区域の南側に隣接して新斎場の整備事業区域が存在

対象事業実施区域



対象事業の規模等 5

種類 施設種別
施設規模

(処理能力) 注）

滋賀県環境影響評価条例の
対象施設

ごみ焼却施設 145t/日

関連施設
(条例対象外だが、対象施
設と一体的に環境への影響
を評価する施設)

リサイクル施設 22t/日

汚泥再生処理センター 49kℓ/日

注）一般廃棄物処理基本計画に基づく数値であり、今後、策定する一般廃棄物
処理施設整備基本計画により変更になる可能性がある。



公害防止基準 6

項 目 内 容

大気質

項目 法規制基準値 現有施設公害防止基準

ばいじん（SPM） 0.08 g/m3N 0.02 g/m3N

硫黄酸化物（SOX）
K値14.5
（3,000～4,000 ppm相当）

50 ppm

窒素酸化物（NOX） 250 ppm 125 ppm

塩化水素（HCl）
430 ppm
（700mg/m3N）

100 ppm

ダイオキシン類 1 ng-TEQ/m3N 0.1 ng-TEQ/m3N

水 銀 30 μg/m3N －

• 新焼却施設が環境保全のために目標とする値（公害防止基準）は、関係法令等の規
制値（法規制基準値）および現有施設の公害防止基準を踏まえて、今後検討する方
針である。

• このうち、大気質に係る新焼却施設の法規制基準値および現有施設の公害防止基準
は、下表に示すとおりである。



排水計画・関係車両の主要走行ルート 7

• 本事業に係る工事中の工事
関係車両および供用後にお
ける廃棄物等の運搬車両は、
主に、県道276号小室大路
線または一般国道365号線
を走行するルートとなる。

• 新焼却施設から発生する施
設排水は施設内で処理する
などにより、河川放流は行
わない計画である。

• また、生活排水については、
公共下水道へ放流する。な
お、雨水については、調整
池を経て公共用水域へ放流
する計画としている。

排水計画

主要走行ルート計画



工事計画の概要 8

• 詳細な施工工程等は今後検討するが、概ね着工から供用開始まで６年程度を予定。

• 対象事業実施区域は、従来は人為的な耕作地であった場所であり、また、平成30年
度より長浜市による発生土処分事業が実施されている土地。

対象事業実施区域の現状
（令和元年10月1日撮影）

項目/期間 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目
造成工事等

焼却施設・リサイクル施設

プラント
工事

実施設計

建設工事

外構工事･試運転

汚泥再生処理センター

プラント
工事

実施設計

建設工事

外構工事･試運転
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主な地域の概況① （大気質） 10

二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子
状物質、ダイオキシン類のいずれも
環境基準を満足している。

*「湖北広域行政事務センター新斎場整備運
営事業に係る生活環境影響調査検討書」(平
成31年2月、湖北広域行政事務センター)に
おける調査地点
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1
大気質
測定地点

対象事業
実施区域
付近*

○ ○ ○ ○

2
一般環境
大気測定局

長浜局 ○ ○ ○ ○

2:長浜局

調査区域

1:対象事業実施
区域付近

風配図
(平成29年12月～平成30年11月)



主な地域の概況② （主な指定・基準等） 11

＜対象事業実施区域における
主な指定内容・基準等＞

主な指定・基準等

用途地域 田園住居地域（特別用途制限地域）

騒 音

環境基準
(一般地域)

B類型
(昼間55dB,夜間45dB)

環境基準
(道路沿道)

幹線道路近接空間
(昼間70dB,夜間65dB)

特定工場
の基準

第2種区域
(昼間55dB,朝･夕50dB,夜間45dB)

振 動

要請限度
(道路沿道)

第1種区域
(昼間65dB,夜間60dB)

特定工場
の基準

第1種区域
(昼間60dB,夜間55dB)

悪 臭
悪臭規制
基準

悪臭規制区域
（特定悪臭物質濃度による規制）

水 質 環境基準
放流先の込田川は指定なし

(合流先の田川はAA類型)



主な地域の概況③ （動物・植物・生態系） 12

• 対象事業実施区域付近の南～東
には大依山があり、雑木林（ユ
キグニミツバツツジｰコナラ群
集）、人工林（スギ・ヒノキ・
サワラ植林）が広がる。

• 北～西にかけては、水田（水田
雑草群落）が広がっている。

⇒代償植生・水辺環境を基盤
とした里地・里山の生態系



主な地域の概況④ （景観） 13

名称

虎御前山(展望台）

小谷城跡(小谷山登山道)

名称 種類

近江孤篷庵 名勝,景観(花)

虎御前山 景観(花)

小谷城跡 ハイキング,眺望点

茶臼山古墳 公園,憩いの場

西池 景観(花)

主要な眺望点

景観資源

出典：①「滋賀･びわ湖環境情報」(滋賀県ホームページ) 、②「長浜･米原･奥びわ湖を楽しむ観光情報」(長浜観光協会ホームページ) 、
③「長浜の文化財について」(滋賀県ホームページ) 、④「守りたい育てたい湖国の自然100選」（滋賀県ホームページ）

景観形成重点区域

色 名称

橙 国道365号沿道景観形成重点区域

水色 姉川河川景観形成重点区域

●

●

●

●

虎御前山

虎御前山展望台

西池

小谷城跡

小谷山登山道

近江孤蓬庵

茶臼山古墳

●

●

●

●



主な地域の概況⑤ （文化財・伝承文化）

番
号

区
分

名 称 種別

１

国
指
定

五村別院本堂、表門 建造物

２ 木造薬師如来坐像 彫刻

３ 木造慈恵大師坐像 彫刻

4 木造薬師如来坐像 彫刻

5 木造大日如来坐像 彫刻

6 木造毘沙門天立像 彫刻

7 孔雀文磬 工芸品

8 小谷城跡 史跡

9 北近江城館跡群
三田村氏館跡 史跡

＜調査対象地域の主な文化財＞

・事業実施区域内には、指定文化
財・埋蔵文化財は分布しない。

・近傍では、「58登り窯」「59
大人塚古墳」「60城山古墳
群」（いずれも市指定史跡）が
分布する。

14

８ 2

9

3

1

指定文化財

埋蔵文化財(拡大)

5

47

6

指定文化財(拡大)
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16

調査地域は、以下の①～④の
範囲を包含する半径1.5㎞の範
囲を設定。

① 対象事業実施区域から1km
の範囲内の区域。

② 煙突排ガスの影響範囲を十
分に包含する約1.5kmの範
囲内の区域。

③ 対象事業実施区域からの
雨水放流先である排水路
が込田川に流入するまで
の範囲。

④ 主な関係車両の走行ルー
トである県道276号小室大
路線を含み、一般国道365
号線に接続する地点を含
む範囲。

対象事業区域重心から1.5㎞…黒線
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18

配慮書の縦覧場所

配慮書の縦覧・意見書の受付期間

令和元年8月6日(火)～令和元年9月5日(木)

（1）湖北広域行政事務センター 事務局 （2）滋賀県 総合企画部
県民活動生活課県民情報室

（3）滋賀県湖北環境事務所 （4）長浜市市民生活部環境保全課
（5）長浜市浅井支所 （6）米原市経済環境部環境保全課

計画段階環境配慮書（令和元年８月）は、以下の通り縦覧に
供するとともに、環境の保全の見地から意見を求めたが、意見
の提出はなかった。



番
号

項目 意見等の内容 事業者見解

1 全般

本事業の実施に当たっては、各種法令等
を遵守するとともに環境保全に配慮し、必
要に応じて関係行政機関と十分に協議を行
うこと。

今後の手続きを進めるに当たっては、周
辺の地域住民や農業者、漁業者等に対して
積極的な情報提供や説明を行うなど、事業
内容を丁寧に周知・説明して理解を得るよ
う努めること。

本事業の実施に当たっては、各種法令等を遵守
するとともに環境保全に配慮し、必要に応じて関
係行政機関と十分に協議を行います。

今後の手続きを進めるに当たっては、環境影響
評価手続きにおける住民説明会のほか、周辺の地
域住民や農業者、漁業者等に対して積極的な情報
提供や説明に努め、可能な範囲で事業内容の理解
を得るよう努めます。

2 全般

効率の高い発電設備の導入等により、ご
み処理により生じる熱エネルギーの有効利
用を図るとともに、浸水等の災害への対策
を十分講ずることにより、地域における循
環型社会の形成に資する施設整備となるよ
う検討すること。

一般廃棄物処理施設整備基本計画において、発
電等による熱エネルギーの有効活用を検討し、ご
み処理により生じる熱エネルギーの有効利用を図
るとともに、浸水等の災害への対策を十分講じた
うえで、地域の防災拠点機能についても検討を行
うなど、地域における循環型社会の形成に資する
施設整備となるよう検討していきます。

3 全般

焼却施設と併せて近傍にリサイクル施設
や斎場が整備予定であることを踏まえ、こ
れらによる複合的な影響を含めた調査、予
測および評価について検討すること。

焼却施設と合わせて近傍に整備されるリサイ
クル施設および汚泥再生処理センター、ならび
に隣接敷地に整備される斎場からの複合的な影
響についても考慮し、適切に調査、予測および
評価を行います。
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番号 項目 意見等の内容 事業者見解

4 全般

本事業の内容、事業実施想定区域およ
びその周囲の自然的状況・社会的状況を
踏まえ、方法書以降で適切に環境影響評
価の項目を選定し、調査、予測および評
価を行うこと。

本事業の内容、事業実施想定区域およびその周
囲の自然的状況・社会的状況を踏まえ、方法書以
降で適切に環境影響評価の項目を選定し、調査、
予測および評価を行います。

5 全般

環境保全措置の検討に当たっては、環
境への影響の回避または低減を優先して
検討し、代償措置を優先的に検討するこ
とがないようにすること。

環境保全措置の検討に当たっては、環境への影
響の回避または低減を優先して検討し、代償措置
を優先的に検討することがないように留意しま
す。

6 大気
環境

今後の調査、予測および評価に当たっ
ては、周辺の地勢を考慮するとともに、
焼却するごみ質や採用する処理方式を考
慮した上で排ガスの諸元を適切に設定
し、その結果を踏まえて、本事業の実施
による大気環境への影響を回避または極
力低減すること。

大気質に係る調査、予測および評価に当たって
は、地形による風向・風速の変化を把握するため、
上空風の連続観測（1年間）も行います。

また、焼却するごみ質や今後設定する処理方式
に基づきプラントメーカーのヒアリングを行い、
影響を過少評価することがないよう、排ガスの諸
元を適切に設定します。その結果を踏まえて、大
気質（煙突排ガス）の影響の詳細な予測を行い、
本事業の実施による大気質への影響を回避または
極力低減することを検討します。
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番号 項目 意見等の内容 事業者見解

7

水環
境
・

生物
環境

事業実施想定区域の周辺は、希少生物
が生息している可能性がある田園・水路
が広がり、下流域にはアユの産卵保護水
面が設定されているなど、豊かな生態系
を有する地域である。本事業の実施に当
たっては、事業実施想定区域の周辺およ
びその下流域への影響について、適切に
調査、予測および評価を行い、水環境お
よび生物環境への影響を回避または極力
低減すること。

水環境への影響については、水質（水の濁
り）を環境影響評価項目として選定し、降雨時
の濁水等による雨水放流先河川の水質に与える
影響を調査、予測および評価します。その結果
を踏まえ、沈砂池の設置等の適切な濁水対策を
検討し、水環境および生物環境への影響を回避
または極力低減することを検討します。

なお、新施設から出る雨水以外の処理水等は、
施設内利用または下水道放流する計画のため、
水質汚染等の影響はありません。

8 景観

事業想定実施区域は、長浜市景観まち
づくり計画において、「農の営みを感じ
る景観まちづくり」を基本方針とする
「田園・里山景観ゾーン」に該当し、ま
た周辺には「国道365号沿道景観形成重点
区域」が存在する。本事業の実施により
景観への影響が考えられることから、主
要な眺望点からの景観だけでなく、より
近傍からの景観や国道365号からの景観に
ついても調査、予測および評価を行い、
景観への影響を回避または極力低減する
こと。

景観の調査、予測および評価にあたっては、
長浜市景観まちづくり計画に留意し、主要な眺
望点からの景観のほか、より近傍からの景観や
国道365号からの景観についても対象として検討
し、景観への影響を回避または極力低減するこ
とを検討します。
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番号 項目 意見等の内容 事業者見解

1
水・
大気
環境

１.水及び大気環境に対する影響
事業実施想定区域の周辺では、環境に

こだわった農業が行われており、周辺の
水及び大気環境への影響を最小限のもの
とするよう計画すること。

新施設から出る雨水以外の処理水等は、施設内
利用または下水道放流する計画で水質汚染等の影
響はありません。また工事中の濁水等を防止する
ため、沈砂池等を設置し下流への影響を低減しま
す。

大気質の影響については、最新の排ガス処理設
備の導入を検討するとともに、焼却炉の適切な焼
却管理を行うことにより環境保全目標値を遵守し、
煙突から排出される大気汚染物質による周辺環境
への影響を極力低減します。

2 全般

２.予測・評価の方法
事業実施想定区域は、山で囲まれた場

所であることを考慮して調査、予測およ
び評価を行うこと。また、事業実施想定
区域内で別の施設も建設予定であること
から、複合的な施設として、環境に対す
る影響を調査、予測および評価すること。

方法書以降では、対象事業実施区域周辺の地形
も考慮した適切な調査、予測および評価を行いま
す。また、焼却施設と合わせて整備されるリサイ
クル施設、汚泥再生処理センターからの複合的な
影響についても考慮し、適切に調査、予測および
評価を行います。

3

エネ
ル

ギー
利用

３．熱エネルギーの有効活用
ごみ処理により発生する熱エネルギー

を有効活用するよう計画すること。

施設整備基本計画において、発電等による熱エ
ネルギーの有効活用を検討します。

22
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選定結果 24

環境影響要因

環境要素

ਠ
ய
৹
ਪ

予測・評価

工事の実施 存在・供用

土地の改変 重機の稼働
工事用車両
の走行

施設の存在 施設の稼働
施設関連車
両の走行

気象 〇

大気質

二酸化硫黄 〇 〇

窒素酸化物 〇 〇 〇 〇 〇

浮遊粒子状物質 〇 〇 〇 〇 〇

粉じん等 〇 〇 〇

有害物質 〇 〇

騒 音 〇 〇 〇 〇 〇

超低周波音 〇 〇

振 動 〇 〇 〇 〇 〇

悪 臭 〇 〇 〇

水 質
水の濁り 〇 〇

水の汚れ 〇

地下水
水位・流れ 〇

水質 〇

土 壌 汚染 〇

動 物 〇 〇 〇

植 物 〇 〇

生態系 〇 〇 〇

景 観 〇 〇

廃棄物等 〇 〇 〇

温室効果ガス 〇 〇 〇 〇 〇

文化財 〇 〇 〇

伝承文化 〇 〇 〇
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現地調査①（一般環境・道路沿道環境） 26

調査す
べき
情報

一般環境

大気質(二酸化硫
黄、窒素酸化物、
浮遊粒子状物質、
有害物質※)

大気質
(降下ばい
じん）

道路沿道
環境

大気質（窒素酸化物、浮遊粒
子状物質）

調査
地点

一般 5地点(周辺集落4地点＋
実施区域付近1地点）

道路沿道 3地点

調査期
間等

一般 1週間×4季 1ヶ月×4季

道路沿道 1週間×4季

10.0m

風向風速計センサー

風向風速計ポール

窒素酸化物計

浮遊粒子状物質計

風向・風速記録計

ステー

エアコン

大気採取口

3.0m

1.5m

調査位置

※ 有害物質調査項目：塩化水素、ダイオキシン類、水銀

＜測定車の場合＞ ＜測定小屋の場合＞

対象事業実施区域の周囲1.5㎞

＜降下ばいじん＞



現地調査②（通年気象・上層気象） 27

調
査
す
べ
き
情
報

地
上
気
象

通年調査 四季調査

風向・風速、
日射量・放射収支量

風向・風速

上
層
気
象

風向・風速 風向・風速、気温

調査位置

気球

落下傘

気象ｾﾝｻｰ
ﾃﾞｰﾀ送信機

＜ドップラーソーダ＞
（上空風の連続観測）

対象事業実施区域の周囲1.5㎞

10ｍ

10～12ｍ

風向風速計ポール

鉄杭を打ち込んで
ロープを固縛

風向風速計センサー

ロープによる支持

※地上気象（通年）の気温・湿度については、
現地調査は実施せず、既往調査結果を整理。

＜風向・風速計＞

通年調査 四季調査

調査
地点

地上 1地点
3地点(道路沿道環境)
4地点(一般環境)

上層 1地点(実施区域付近)

調査
期間等

地上
1年間 1週間×4季

上層

＜GPSゾンデ＞

放射収支計

日射計

風向・風測計



現地調査③（現地拡散実験） 28

• 対象事業実施区域周辺は山に囲まれた地形となっており、当該地形を考慮した煙突排
ガスの拡散予測を行うため、トレーサーガスを用いた現地拡散実験を行い、地形の影
響による濃度変化、拡散予測における拡散パラメータの補正等を行う。

調査すべき情報 現地拡散実験

調査地点

トレーサーガスの放出地点
：対象事業実施区域内の煙突高

度付近の位置
トレーサーガスの採集地点
：周辺1.5ｋｍ程度を包含する

範囲(2.0km程度)内の30地点

調査期間等
7日間（10ケース）
×2季（夏・冬）

調査イメージ

★
1.0km 1.5km 2.0km0.5km

対象事業
実施区域

大型クレーンを
用いてトレー
サーガスを放出

ある風向でのトレーサーガス採取地点設定イメージ
（南風発生時の場合）

※採取地点は、実験時の風向の風下側0.5, 1.0, 1.5, 2.0
㎞の円弧上を基本に、11.25度程度の間隔で計約30地点
設定。

※具体的な位置は、実験時の風向等を勘案して任意に設定。

●

クレーン

約0.5km 約1.5km約1.0km 約2.0km

ﾄﾚｰｻｰｶﾞｽ放出

ﾄﾚｰｻｰｶﾞｽ発生

ﾄﾚｰｻｰｶﾞｽ



予 測 29

影響要因 予測事項 主な予測条件 予測手法

工
事
中

重機の
稼働

窒素酸化物、
浮遊粒子状
物質

・大気質の濃度の状況（窒素酸化物、
浮遊粒子状物質、粉じん等）

・気象条件（風向、風速、気温、温
度）・工事計画（施工面積、建設
機械稼働計画等）

プルーム式およびパフ式による計算を
基本とした方法により年平均値を予測
する。

降下ばいじ
ん量

降下ばいじんの発生および拡散に係る
既存データの事例の引用または解析

工事用
車両の
運行

窒素酸化物、
浮遊粒子状
物質

・大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状
物質）の濃度の状況

・気象条件（風向・風速・気温）
・工事用車両台数

プルーム式およびパフ式による計算を
基本とした方法により年平均値を予測
する。

供
用
後

施設の
稼働

二酸化硫黄、
窒素酸化物、
浮遊粒子状
物質、有害
物質

・大気質の濃度の状況（二酸化硫黄、
窒素酸化物、浮遊粒子状物質、有
害物質）

・気象条件（風向・風速・気温・湿
度・日射量・放射収支量）

・発生源条件（煙突の位置・煙突排
ガスの諸元）

プルーム式およびパフ式による計算を
基本とした方法により、年平均値およ
び1時間値※を予測する。（※一般的
な気象条件時、上層逆転発生時、フュ
ミゲーション時、ダウンウォッシュ
時）

粉じん等 ・施設計画
類似事例の引用および環境保全措置の
内容をふまえた定性的な方法

施設関
連車両
の走行

窒素酸化物、
浮遊粒子状
物質

・大気質の濃度の状況
（窒素酸化物・浮遊粒子状物質）
・気象条件（風向, 風速, 気温, 湿

度）・施設関係車両台数

プルーム式およびパフ式による計算を
基本とした方法により年平均値を予測
する。



現地調査①（環境騒音・超低周波音・振動） 30

調査
すべき
情報

騒音
(環境騒音)

超低周波
音

振動
(環境振動)

調査地
点

2地点（対象事業実施区域および
その付近）

調査
期間等

1年間で平均的と考えられる日
平日・休日に各1回（24時間）

調査
イメー
ジ

騒音・超低周波音・振動調査
（一般環境）

調査位置

騒音計(マイク)

振動計
(ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ)

低周波音計
(マイク)

風向風速計



現地調査②(道路交通騒音・振動） 31

調査
すべき
情報

騒音
(道路交
通騒音)

振動
(道路交
通振動)

交通量

地盤
卓越

振動数

調査地点
3地点
（廃棄物運搬車両の走行台数が多
い主要走行ルート沿道の地点）

調査
期間等

1年間で平均的と考えられる日
平日・休日に各1回（24時間）

調査
イメージ

騒音・振動・交通量調査
（道路沿道）

調査位置

振動計

騒音計
(マイク)

調査員(交通量)



予 測 32

影響要因 主な予測条件 予測手法

騒
音
・
振
動

工
事
中

重機の稼
働

建設機械の稼働条件(建設機械種類、
稼働台数、位置等)
現況騒音・振動の状況
周辺住居・地表面の状況

騒音 振動

音の伝搬
理論に基
づく予測
式により
計算する
方法。

距離減衰式により計算する方
法。

工事用車
両の運行

現況交通量、工事用車両台数等
現況騒音・振動の状況
地表面の状況(地盤卓越振動数）

振動レベルの80パーセントレ
ンジの上端値を予測するため
の式を用いた計算による方法。

供
用
後

施設の稼
働

騒音・振動発生設備の種類・配置
発生源レベル
現況騒音・振動の状況
周辺住居・地表面の状況

距離減衰式により計算する方
法。

施設関連
車両の走
行

現況交通量、施設関係車両台数等
現況騒音・振動の状況
地表面の状況(地盤卓越振動数）

振動レベルの80パーセントレ
ンジの上端値を予測するため
の式を用いた計算による方法。

影響要因 主な予測条件 予測手法

超低周
波音

供用後 施設の稼働
周辺住居・地表面の状況
現況低周波音の状況

距離減衰式等による計算または類似事例
の引用による定性的な方法とする。

予 測



現地調査 ・ 予 測 33

調査
すべき
情報

悪臭
(特定悪臭物質濃度、臭気指数)

調査
地点

5地点（対象事業実施区域付近お
よび周辺集落代表地点を想定）お
よび既存類似施設2地点

調査
期間等

1回（夏季）

調査
内容

現地サンプリングおよび室内分析
による測定。

予測
方法

影響
要因

【供用後】

施設の稼働 施設関連車両
の走行

予測
条件

発生源濃度、
気象条件

パッカー車に
おける環境保
全措置の実施
方針

予測
手法

プルーム式お
よびパフ式に
よる計算を基
本とした方法

既 存 の パ ッ
カー車におけ
る悪臭物質の
漏洩防止対策
の整理、環境
保全措置の実
施方針整理

調査位置

調査イメージ



現地調査 ・ 予 測 34

調査すべ
き情報

水質・流量・流れの
状況(降雨時) 土質の状況

調査地点

3地点
（対象事業実施区域か
らの放流地点およびそ
の合流前後の河川）

対象事業
実施区域内
2箇所

調査
期間等

降雨時(3回) 1回

予測
方法

影響要因
【工事中】
土地の改変(水の濁り)

主な予測
条件

・現地土壌の性質
・土地改変・集水面積等
・現況調査結果

予測手法
浮遊物質量の希釈計算ま
たは事例の引用もしくは
解析による方法

調査位置

込田川

水路

田川



現地調査 35

調査
すべき
情報

動
物

・動物相の状況（哺乳類･鳥類･
両生類・爬虫類・昆虫類･魚
類など）

・重要な種の分布・生息の状況
および生息環境の状況（レッ
ドデータブック指定種等）

・注目すべき生息地の分布状況

植
物

・植物相の状況
・植生の状況（生育している植

物の集団･まとまり）
・重要な種の分布・生育の状況

および生育環境の状況
・重要な群落の分布・生育の状

況および生育環境の状況

調査
地点

・対象事業実施区域およびその周
囲200m程度の範囲

・猛禽類・コウノトリ・植生は対
象事業実施区域およびその周囲
1km程度の範囲

調査
期間等

4季(春夏秋冬)を基本とし、対象と
する動植物の確認適期に実施
（具体的な時季は以降で説明）

調査位置



調査方法および調査スケジュール 36

項目
年 令和1年 令和2年 令和3年
月 6 7 8 ～ 2 3 4 5 6 7 8 9 ～ 1 2 3 4 5

動
物

哺乳類 ● ● ● ●

鳥類 ● ● ● ●

猛禽類 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
両生類･爬虫類 ● ● ● ●
昆虫類 ● ● ●
陸産貝類 ● ●
魚類 ● ● ● ●
底生動物 ● ● ● ●

植
物

植物相 ● ● ● ●
植生 ●

猛禽類調査 昆虫調査 魚類調査
ｾﾝｻｰｶﾒﾗ(哺乳類)

植生調査

ｲﾝﾀｰﾊﾞﾙｶﾒﾗ



調査方法

予 測

37

影響要因 予 測 予測手法

動
物

工
事
中

土地の改変
・重要な種
（レッドデータブック指定種等）
・注目すべき生息地

動物の重要な種および注目すべき生息
地について、分布または生息環境の改
変の程度を踏まえた事例の引用または
解析による方法とする。

重機の稼働

濁水流出

植
物

土地の改変
・重要な種
（レッドデータブック指定種等）
・重要な群落

植物の重要な種および群落について、
分布または生育環境の改変の程度を踏
まえた事例の引用または解析とする。

生
態
系

土地の改変

・地域を特徴づける生態系

注目種等について、分布、生息環境ま
たは生育環境の改変の程度を踏まえた
事例の引用または解析による方法とす
る。

濁水流出

重機の稼働

動物調査結果・植物調査結果を整理し、以下の項目についてとりまとめる。

・動植物その他の自然環境の概況
・複数の注目種（生態系の上位性種・典型性種、特殊な環境の指標種）等の生態、他の動植物

との関係（生態系ピラミッド等）または生息環境・生育環境の状況



景 現地調査 ・ 予 測 38

調査す
べき情
報

主要な
眺望点

主要な
眺望景観

景観資源

調査地
点

主要眺望点：2地点

国道365号沿道景観形成
重点区域：1地点

近傍地域：4地点程度

主要な景
観資源：
5地点

調査期
間等

任意の1回
4季

(春夏秋冬)
任意の1回

調査内
容

現地踏査
および文
献資料の
整理・解
析

景観写 真撮
影等

現地踏査
および文
献資料の
整理・解
析

予測方
法

影響
要因

【供用後】敷地の存在

予測
手法

【主要な眺望点・景観資源】
分布の改変の程度を踏まえた
事例の引用・解析による方法

【主要な眺望景観】
フォトモンタージュを作成す
る方法

●

●

●

●

虎御前山

虎御前山展望台

西池

小谷城跡

小谷山登山道

近江孤蓬庵

茶臼山古墳

調査位置

●

●

●

●



調 査 ・ 予 測 39

●調査方法
既存資料の整理および事業計画に基づき、温室効果ガス等の種類および発生量を推定する。

調 査 ・ 予 測

影響要因 予測事項 予測手法

工事中
重機の稼働

温室効果ガス
等の種類およ
びその発生量

工事計画および基本設計から温室効果ガス等の排出
量について、「温室効果ガス排出量算定・報告マ
ニュアル」（環境省、経済産業省）等に基づき試算
する方法

工事用車両の走行

供用後
施設の稼働
施設関連車両の走行

調査すべき情報 発生する廃棄物等の種類およびその量

調査内容

既存資料の整理および基本設計に基づき、発生が見込まれる建設副産物（建設発
生土等）の種類および発生量、施設稼働後に発生する焼却残渣等の発生量を推定
する方法

建設副産物
・建設発生土は基本設計から推定
・その他建設廃棄物は類似工事事例と事業計画から推定

焼却残渣等 ・事業計画に基づく推定

影響要因 予測事項 予測手法

工事中 土地の改変 建設副産物 廃棄物等の種類ごとの発生量および処理・処分の計画を踏
まえ、廃棄物等の発生に伴う影響の程度について、定性的
に予測する方法供用後 施設の稼働 焼却残渣等

●予測方法

●予測方法

●調査方法



現地調査 ・ 予 測

調査すべ
き情報

有形文化財等（埋蔵文化財含む）の
分布状況

調査地点
対象事業実施区域およびその周辺概
ね1㎞程度の範囲

調査期間
等

任意の時期および時間帯

調査内容

現地調査および文献その他の入手可
能な資料による情報の収集ならびに
当該情報の整理および解析、またヒ
アリングによる情報収集

予測手法

影響
要因

工事中 土地の改変

供用後 施設の存在

予測
項目

ア 文化財に対する直接改変の
程度の予測

イ 文化財と一体となった周辺
環境の状態変化の予測

ウ 文化財の内部（庭園等）か
ら見る風景の変化の予測

エ 文化財へのアクセス特性の
変化の予測

対象事業実施区域から1㎞の範囲
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現地調査 ・ 予 測

調査すべき情報 地域に密接に関連する伝承文化の状況およびその歴史

調査地点
対象事業実施区域およびその周辺概ね1㎞程度の範囲（文化
財と同じ）

調査期間等 任意の時期および時間帯

調査内容

文献調査、ヒアリング、現地確認により、対象事業実施区域
およびその周辺地域における無形の文化財や、地域に伝わる
祭り、行事、信仰の場、歴史や文学作品等の背景となった場
等の伝承文化の存在およびその歴史を把握する。

予測手法

影響
要因

工事中 土地の改変

供用後 施設の存在

予測
項目

ア 伝承文化の場への直接改変の程度の予測
イ 伝承文化の環境の状態変化の予測
ウ 伝承文化へのアクセス特性の変化の予測
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※1 生活環境項目：水素イオン濃度､生物化学的酸素要求量､浮遊物質量､溶存酸素量､大腸菌群数､水温､透視度を
対象とする。

※2 対象物質：有害物質はクロロエチレンを含まない28項目、環境基準項目はダイオキシン類を含まない28項目。
カドミウム､全シアン､鉛､六価クロム､砒素､総水銀､アルキル水銀､PCB､ジクロロメタン､四塩化炭素､クロロエチレン､1,2-ジク
ロロエタン､1,1-ジクロロエチレン､シス-1,2-ジクロロエチレン､1,1,1-トリクロロエタン､1,1,2-トリクロロエタン､トリクロロエ
チレン､テトラクロロエチレン､1,3-ジクロロプロベン､チウラム､シマジン､チオベンカルブ､ベンゼン､セレン､硝酸性窒素およ
び亜硝酸性窒素､ふっ素､ほう素､1,4-ジオキサン､ダイオキシン類

調査項目 生活環境項目※1 有害物質※2 流量

調査地点 3地点（対象事業実施区域からの放流地点およびその合流前後の河川）

調査期間等 無降雨時の4回 無降雨時の2回 無降雨時の4回

調査内容 「水質汚濁に係る環境基準について」等に定める方法「水質調査方法」に定める方法

現地調査

調査項目 地下水の水位 地下水質(①生活環境項目) (②環境基準項目※2、ダイオキシン類)

調査地点 対象事業実施区域内の2地点（地下水観測孔掘削し、観測井戸を設置）

調査期間等 1年間 年4回（四季） 年2回（冬・夏）

調査内容

自記水位計に
よる計測によ
る手法

水質汚濁に係る環境基準に
ついて」（昭和46年環境
庁告示第59号）等に定め
る方法

「JIS K0312（2018）工業用水・工場排
水中のダイオキシン類の測定方法」およ
び「ダイオキシン類の測定のための地下
水の採水に係る留意事項について」等に
定める方法

水質（無降雨時）

地下水
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現地調査

調査項目 土地履歴等 土壌のダイオキシン類

調査地点 対象事業実施区域
5地点
（対象事業実施区域付近および周
辺集落代表4地点程度を想定）

調査期間等 1回（任意の時期）

調査内容

既存資料および過去の地形図等
の収集・整理、ならびに現地踏
査、必要に応じて聞き取り調査
等による方法

「土壌の汚染に係る環境基準につい
て」等に定める手法および「ダイオ
キシン類に係る土壌調査測定マニュ
アル」に定める手法

土壌汚染
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評価手法 44

調査および予測の結果ならびに環境保全措置の検討結果を踏まえ、
以下の２つの観点で評価を行う。

評価①：回避・低減に係る評価

環境配慮が事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避

され、または低減されており、必要に応じその他の方法により

環境の保全についての配慮が適正になされているかどうか。

評価②：基準または目標との整合に係る評価

国または関係する地方公共団体が実施する環境の保全に関す

る施策によって示された基準または目標と調査および予測の結

果との間に整合が図られているかどうか。
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• 環境影響評価の手続きは、下表に示すスケジュールで進める予定。

• 今後、現況調査を実施したうえで準備書のとりまとめを行う。

月

環境影響評価

配慮書

方法書

現況調査

準備書

評価書

年度
2019年

（令和元年）
2020年

（令和2年）
2021年

（令和3年）

4　　　 6　　　   8　　　 10　　　 12 　　 　2 4　　　 6　　　   8　　　 10　　　 12 　　 　2 4　　　 6　　　   8　　　 10　　　 12 　　 　2

住民説明会 住民説明会

◎

◎

◎

◎

公 告

公 告

公 告

公 告

(猛禽類) (猛禽類)


